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 基本法の見直しのうち、「食料政策」に焦点を当て、最新の検討
状況や今後の施策の展開方向等について学会と行政の関係者
で議論を行い、課題を提起

 基本法制定時には想定されなかった課題を主要テーマとする
 価格転嫁

 環境負荷低減、デューデリジェンス（環境、人権）、農業と食品産業の
連携強化、国産原材料の利用促進

 物流の2040問題
 輸入先の多角化による安定的輸入、食品包装

 環境負荷低減や栄養素の見える化による選択肢の提示、食品ロス対
応、物理的・経済的アクセス問題の対応

本特別セッションの目的

２

２



【食料安全保障】（第２条）

良質な食料が合理的な価格で安定的に供給され、かつ、国民一人一
人がこれを入手できる状態

※現行法では、「良質な食料が合理的な価格で安定的に供給されなければ
ならない（食料の安定供給の確保）（第2条）」

【食料システム】（第５条）

食料の生産から消費に至る各段階の関係者が有機的に連携するこ
とにより、全体として機能を発揮する一連の活動の総体

改正基本法案における
「食料安全保障」「食料システム」の定義

３



【合理的な価格の形成】（第５条）

需給事情及び品質評価が適切に反映されつつ、食料の持続的な供給が行わ
れるよう、農業者、食品産業の事業者、消費者その他の食料システムの関係
者によりその持続的な供給に要する合理的な費用が考慮されるようにしなけれ
ばならない

【食料の持続的な供給に要する費用の考慮】（第23条）
 国は、食料の価格の形成に当たり食料システムの関係者により食料の持続的

な供給に要する合理的な費用が考慮されるよう、食料システムの関係者による
食料の持続的な供給の必要性に対する理解の増進及びこれらの合理的な費
用の明確化の促進その他必要な施策を講ずるものとする。

食料安全保障の確保に関する施策

３

４



【食品産業の健全な発展】（第２０条）

国は、食品産業が食料の供給において果たす役割の重要性に鑑み、その健全
な発展を図るため、環境への負荷の低減及び資源の有効利用の確保その他
の食料の持続的な供給に資する事業活動の促進、事業基盤の強化、円滑な事
業承継の促進、農業との連携の推進、流通の合理化、先端的な技術を活用し
た食品産業及びその関連産業に関する新たな事業の創出の促進、海外におけ
る事業の展開の促進その他必要な施策を講ずるものとする。

【食料の円滑な入手の確保】（第１９条）

国は、地方公共団体、食品産業の事業者その他の関係者と連携し、地理的な
制約、経済的な状況その他の要因にかかわらず食料の円滑な入手が可能とな
るよう、食料の輸送手段の確保の促進、食料の寄附が円滑に行われるための
環境整備その他必要な施策を講ずるものとする。

食料安全保障の確保に関する施策

３
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食品アクセスを含む物流効率化に向けた法的枠組みの創設

食料・農業・農村政策の新たな展開方向

３

第6回食料安定供給・農林水産業基盤強化本部配布資料
「食料・農業・農村政策の新たな展開方向に基づく施策の全体像」より抜粋
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第１報告：食料システムにおける適正な価格形成の実現
 木村崇之（農林水産省）

第２報告：食品産業の持続的な発展に向けた対応
  岡崎敏彦（農林水産省）

第３報告：物流2024年問題への対応
  青木貴弘（農林水産省）

第４報告：食料安全保障における食料品アクセス問題
  高橋克也・丸山優樹（農林水産政策研究所長）

コメンテーター：内田幸雄（農林水産政策研究所）
  齋藤文信（高崎健康福祉大学）

本特別セッションの構成
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 環境問題をより重要視した議論
⇒エビデンスを重視した論理構築
⇒ＥＵの戦略への対応（例：森林破壊防止法、国境炭素税）

 環境問題と農業補助金
⇒農業補助金の仕分け？

 二国間クレジット制度（JCM）の活用
⇒例えば、水田の中干の活用

 環境問題に対処するための資金
⇒先進国がすべて負担？

環境に関する国際農業交渉における主な視点

３
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